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令和５年第１回 

美唄市議会定例会会議録 

令和５年３月１３日（月曜日） 

午前１０時００分 開会 

 

◎議事日程 

 第１ 会議録署名議員の指名 

 第２ 一般質問 

   

◎出席議員（１４名） 

  議 長  金 子 義 彦 君 

  副議長  桜 井 龍 雄 君 

   １番  森   明 人 君 

２番  伊 藤 真 久 君 

３番  齋 藤 久美夫 君 

４番  山 上 他美夫 君 

   ５番  本 郷 幸 治 君 

   ６番  山 崎 一 広 君 

７番  川 上 美 樹 君 

８番  楠   徹 也 君 

９番  松 山 教 宗 君 

   10番  紫 藤 政 則 君 

   12番  谷 村 知 重 君 

       13番  小 関 勝 教 君 

 

◎出席説明員 

市     長  板 東 知 文 君 

副  市  長  市 川 厚 記 君 

 総 務 部 長  猪 谷 憲 恭 君 

市 民 部 長  松 田 公 史 君 

 保健福祉部長  川 西 勝 幸 君 

経 済 部 長  土 屋 貴 久 君 

 都 市 整 備 部 長  清 水 真 史 君 

 市立美唄病院事務局長  今 澤 清 隆 君 

 消  防  長  菅 原 利 彦 君 

 総務部総務課長  平 野 太 一 君 

 

 教 育 委 員 会 教 育 長  石 塚 信 彦 君 

 教 育 委 員 会 教 育 部 長  阿 部 良 雄 君 

  

 選挙管理委員会委員長  中 田 礼 治 君 

 選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 長  日 下   聡 君 

 

 農業委員会会長職務代理者  畑   雄 二 君 

 農 業 委 員 会 事 務 局 長  高 橋 修 也 君 

 

a監 査 委 員   西 尾   正 君 

監 査 事 務 局 長   橋 本 光 明 君 

 

◎欠席説明員 

総務部総務課長補佐  新   宗 晃 君 

農業委員会会長  今 田 邦 彦 君 

 

◎事務局職員出席者 

 事 務 局 長  村 谷 昌 春 君 

 次     長  門 田 昌 之 君 

 

午前１０時００分 開会 

●議長金子義彦君 これより、本日の会議を

開きます。 

 

●議長金子義彦君 この場合、説明員の欠席

について、次のとおり通知がありましたので

報告いたします。 

農業委員会会長今田邦彦君は、本日、都合

により欠席のため、会長職務代理者畑雄二君

が代理出席いたします。 

総務課長補佐新宗晃君は、本日、都合によ
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り欠席いたします。 

 

●議長金子義彦君 日程の第１、会議録署名

議員を指名いたします。 

４番 山上他美夫議員 

５番 本郷幸治議員 

を指名いたします。 

 

●議長金子義彦君 次に日程の第２、一般質

問に入ります。 

発言通告により、順次発言を許します。 

３番齋藤久美夫議員。 

●３番齋藤久美夫議員 令和５年第１回定例

会において大綱１点、コミュニティ放送局整

備について、市長にお伺いいたします。 

これにつきましては、同僚議員が昨年の第

４回定例会においても質問されておりますが、

その時は11月下旬に放送局の開局に向けての

電界調査等の必要な情報資料の収集が終わっ

たばかりだったということでしたので、今回

改めて、コミュニティ放送局の整備について

お伺いいたします。ただ、質問内容が重複し

ないようにいたしますが、重複した場合には、

この調査結果に基づいて修正したのかという

ことをお伺いすると受けとめていただければ

と思います。 

そして、お伺いする事項につきましては、

大きく４点でございます。 

１点目は、放送局の整備計画の概要。２点

目は、放送局開局及び運用に要する費用。３

点目は、防災行政無線との比較。そして４点

目は、放送局開局に向けての広報、これはＰ

Ｒであります。 

市長が、令和３年の大規模水道事故におけ

る市民への情報伝達の経験を踏まえて、スピ

ーディーな市民への情報発信、伝達について、

地域懇談会、市長とのふれあいトークの中で、

ＦＭ放送局の開設について話をされておりま

した。私もこれをきっかけに、防災行政無線

が本市にも必要ではないかと考えておりまし

たが、このＦＭ放送局の話を聞いて、今後、

情報等の迅速な連絡手段としては、大変有効

であると思い、大規模水道事故調査委員会に

おいても、お考えについてお聞きしたことを

記憶しております。 

そこで１点目、放送局の整備計画の概要で

ありますが、それについては細部２項目、お

伺いいたします。 

令和４年度の予算において、その説明書の

中で放送局開局までのスケジュールとして、

令和４年度に調査を、そして令和５年度には

施設整備、コミュニティＦＭ局開設とありま

したが、しかしながら、この令和５年度の予

算については、放送局の開局に向けて、送信

所等の実施設計に取り組むことだけでありま

した。また、市長はできるだけ早い時点で実

施に向けていきたいと、これも昨年の第４回

の定例会で答弁されておりました。では、こ

の放送局の開局はいつなのか。これを含めて、

１項目目、開局までの整備計画とスケジュー

ルについてお伺いいたします。 

また、この整備計画にあわせて２項目目、

放送局予定地についてお伺いいたします。 

次に２点目、放送局開局及び運用に要する

費用についてでありますが、これについても

細部２項目、お伺いいたします。 

この件につきましても、４回の定例会で概

算費用として、12月の時点で約３億1,000万円
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とご答弁がありました。しかし、調査が済ん

で約３か月が経ち、この放送局整備について、

いろいろと検討されたと思いますので、ここ

で改めて１項目目として、開局までの総事業

費とランニングコストについてお伺いいたし

ます。 

また、これらの費用についても、整備費に

ついては過疎対策事業債を、運用費には特別

交付税を活用し、今後とも、さらに経費の縮

減とともに財源の確保に一層取り組んでいく

とのご答弁をされておりましたので、２項目

目、費用に対する財源についてどうお考えな

のかをお伺いいたします。 

続いて３点目、防災行政無線との比較であ

ります。 

大規模水道事故の際の市民に対する情報伝

達の教訓から、防災行政無線の必要性を私な

がらに強く感じておりますが、整備費がかな

り高額である。しかしながら、この防災の面

から費用、運用費についても、交付金の活用

ができると聞いております。また、市長は災

害時における情報発信について重視されてい

るようでありますので、この放送局開設に当

たり、市長が防災行政無線の設置についても

検討されたのかを含めまして、防災行政無線

とコミュニティＦＭ放送局についての開局費

用及び運用費用の比較についてお伺いいたし

ます。 

そして最後の４点目、放送局開局に向けて

の広報、ＰＲについてであります。 

これまでも本市はホームページ、地デジ広

報や美唄アプリ、そして広報紙メロディーな

どで市民に対する情報発信を行っております

が、これらを活用し、コミュニティＦＭ放送

局開局について、放送チャンネルやどういっ

た内容をいつ放送するかなど、開局準備段階

から広報していく必要があると思いますので、

市民への周知について、市長のお考えをお伺

いして、当初の質問を終わります。 

●市長板東知文君（登壇） コミュニティ放

送局整備について、放送局の整備計画の概要

についてでありますが、本市では、令和３年

２月の水道事故における経験を踏まえ、市民

の皆様への情報伝達手段の強化を図るため、

今年度は送信所や中継局の適地選定、電界強

度の調査等を行ったところでございます。そ

の結果といたしましては、市庁舎にアンテナ

を設置することで市内約84％の世帯をカバー

できることから、送信所としては、市庁舎が

適地とされたところであります。当初は、市

内全域を広くカバーするため、４か所の中継

局を想定しておりましたが、放送免許を所管

する北海道総合通信局からの助言により、送

信所とスタジオを市庁舎に設置する想定で送

信所１局からスタートし、段階的に中継局の

整備を検討していくこととしたところであり

ます。 

また、開局までのスケジュールにつきまし

ては、令和５年度において送信所及び放送ス

タジオの実施設計を経て整備工事に着手し、

令和６年度中の開局を予定しているところで

ございます。 

次に、放送局開局及び運用費用についてで

ありますが、施設整備に係る総事業費につき

ましては、概算で１億円程度と試算している

ところであり、整備に係る財源としては過疎

対策事業債を見込んでいるところでございま

す。また、ランニングコストにつきましては、
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放送事業者に対する年間の委託料として、公

共情報番組の制作及び放送や放送設備保守点

検等で2,000万円程度の支出を見込んでおり、

そのうち公共情報番組の制作及び放送に係る

経費には、その経費の２分の１の経費に特別

交付税が措置されることとなっております。 

次に、防災行政無線との比較についてであ

りますが、防災行政無線は「地域防災計画」

に基づき、それぞれの地域における防災、応

急救助、災害復旧に関する業務に使用するこ

とを主な目的として、合わせて、平常時には

一般行政事務に使用できる無線局であります。

運用面では、コミュニティ放送と比較しまし

て、一般のラジオで受信ができないほか、放

送内容も行政情報に限られ、地域の情報や音

楽、民間のコマーシャルなどは放送できない

ことになっております。また、費用面では、

本市で導入した場合、約13億円程度かかる試

算となっており、コミュニティ放送に比べて

多額の整備費用が必要となります。このため、

整備費用を抑え、さらに民間の活力を生かし

ながら、地域に密着した情報を発信できるコ

ミュニティ放送局を整備していくことと判断

したところであります。 

次に、市民周知についてでありますが、コ

ミュニティ放送局の開局に当たりましては、

市民委員会を立ち上げ、市民の参画・協働の

もと、整備を進めるとともに、放送事業者と

連携して各種イベントでのＰＲ活動、市内各

地域において模擬放送等を実施していくなど、

様々な機会を通じて、市民の皆様の参画とと

もに市民周知を図ってまいります。 

●３番齋藤久美夫議員 現在、全国で338局の

コミュニティＦＭ放送局があり、道内ではそ

のうち27局開局しており、空知管内でも岩見

沢市、滝川市が開局して、その運用をしてお

り、そして令和６年３月には栗山町が放送局

の開局を予定しているところであります。先

月、この栗山町のコミュニティ放送開局のイ

ベントに行ってまいりました。そこで、コミ

ュニティ放送局のプランナーの方や、商店街

の専務理事の方、そして職員の方と準備の話

や番組の作り方についてなど、いろいろ話が

できました。そこで、各放送局はそれぞれの

まちの特色を織り交ぜながら、創意工夫して

番組を制作して、まちのにぎわいを、そして、

いざというときに住民への情報伝達手段とし

て、活動されているとお聞きしました。 

そこで、市長のご答弁に基づき１点、再質

問させていただきます。 

事業費等につきましては、北海道総合通信

局の助言や整備費の縮減から中継局を取りや

め、当初は、送信局１局で始めてみるという

ことを承知いたしましたが、しかしながら、

この中継局を失くすことによる送信のカバー

できない地域について、市長が言われる情報

伝達の強化という面からどのように考えるの

かであります。平常時の情報伝達であれば、

地デジ放送及び美唄アプリの周知、そしてス

マートフォンによるラジオの聴取の推進を図

るといった方法や、災害緊急時は、これらに

加えて広報車のカバー外の地域への集中運用

等が考えられますが、そこで、この放送局の

送信所を１局にした場合のカバーできない地

域に対する措置について、市長のお考えをお

聞きします。 

また、それから防災行政無線との比較では、

この防災無線が高額で、かつ運用が防災や応
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急救助及び平常時の一般行政事務に関わるも

ののみという限定であることを承知いたしま

した。これに比べて、このコミュニティＦＭ

放送局は民間の活力を生かして、安価かつ音

楽や地域情報、そしてコマーシャル等の放送

ができるなど、そしてさらには、コミュニテ

ィＦＭ放送の協会、これに加盟すれば、放送

局間での番組の交換もできるようであり、こ

のネットワークを活用して、道内に美唄のＰ

Ｒもでき、そして、最近活発化している隣国

のミサイル発射についても、ＡＩを活用した

警報をいつでもこの音声で流すことが可能で

あると聞いておりますので、このコミュニテ

ィ放送の有効性、有用性がより発揮できる必

要な情報、これまで以上にタイムリーに市民

に提供できると思いますので、これらについ

ても、いずれはご検討していただきたいと思

います。この件につきましては要望でありま

すので、ご答弁は結構でございます。 

●市長板東知文君 送信がカバーできない地

域への今後の対応ということでございますが、

運用開始後に改めて、カバーできる地域の調

査を行いまして、その結果を踏まえて段階的

に中継局の整備を検討してまいりたいと考え

ております。また、先ほどお話ありましたＦ

Ｍコミュニティ放送の多様な活用についても、

しっかり検討してまいりたいと考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

●議長金子義彦君 次に移ります。 

５番本郷幸治議員。 

●５番本郷幸治議員 令和５年第１回市議会

定例会に当たり大綱３点について、市長並び

に教育長に質問します。 

大綱の１点目、保健福祉行政について、安

全で安心な子育て環境の整備についてであり

ます。 

少子化はコロナ禍において、想定を大きく

上回るスピードで進み、本市においては、令

和３年の住民基本台帳では出生数が59人とコ

ロナ前の100人前後を下回る実態です。児童虐

待やいじめ、不登校、自殺も増え、子どもを

めぐる状況は深刻です。また、子どもを持つ

こと自体をリスクと考える若者も増えており

ます。こうした現状を重く受けとめ、公明党

は誰もが子どもを安心して産み、育てられ、

十分な教育が受けられる社会づくりを国家戦

略と位置付けて進めなければならないとの認

識に立ち、昨年11月に「子育て応援プラン」

を発表しました。今年４月からは「こども基

本法」が施行され、こども家庭庁も設置され

ます。いよいよ、私たちの地域でも子どもや

若者、男女共同参画の視点から、子どもも親

も希望を持って幸せを実感できる社会への構

造改革を本気で進める時代に入りました。 

そこで以下、何点か質問します。 

一つ目として、０歳児の見守り訪問事業の

展開について。 

この度、妊娠期から出産・子育てまで一貫

した「伴走型相談支援」で、妊娠・出産時に

計10万円相当を支給する財源が、国の補正予

算により確保され、これを受け、本市におい

ては臨時議会で可決されました。先進地の明

石市では、市の研修を受けた配達員が毎月お

むつや子育て用品をご自宅にお届け、その際、

育児の不安や悩みを聴いたり、役立つ情報を

伝える、０歳児の見守り訪問を2020年10月に

スタートしております。 

そこで本市においても、０歳児の見守り訪
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問事業の展開についての市長のご見解につい

て伺います。また、現場に寄り添う伴走型支

援については、人材の育成や確保のための体

制整備が必要と考えますが、これについても

見解を伺います。 

二つ目として、家事支援員（産後ドゥーラ）

の確保について。 

見守り訪問事業等を実施した際に、各家庭

の事情や親の健康状態などから、子どもと親

の日常を守るために家事支援等が必要なケー

スも予想されます。産後のお母さんのご自宅

に伺い、家事からお子様のお世話、お母さん

の情緒面を含め、産後のお母さんに寄り添っ

たサービスを提供する家事支援員（産後ドゥ

ーラ）の育成や確保も必要です。 

そこで、家事支援員等の資格を取るための

支援制度の創設なども有意義かと考えますが、

市長の見解を伺います。 

大綱の２点目は、高齢者福祉行政について、

支え合い助け合う地域社会の構築についてで

あります。 

高齢者人口は2025年には、全国3,677万人に

達し、その後も高齢者人口は増加が続き、2042

年には3,935万人でピークを迎えます。本市に

つきましても、全国平均よりも遥かに速いス

ピードで増加しており、社会は高齢化と核家

族化により、高齢者の１人暮らしや高齢者の

み世帯が増加しており、電球交換やごみ出し

など、高齢者の日常を支える取り組みがます

ます重要になります。そこで、高齢者をはじ

め、自立が難しい人々が安全に安心して暮ら

せる、支え合い助け合う地域社会の構築につ

いて、以下、何点か質問します。 

その質問は、私は、昨年の第４回定例会で

取り上げました、「間口除雪制度の対象世帯を

介護認定を受けた高齢者や障がいのある方に

拡充し、除雪の範囲も間口も含め玄関先や窓

周りの除雪を支援する考えはないのか」など

を取り上げましたが、その後、具体的にどの

ように検討されたのか伺います。 

二つ目は、認知症の人も家族も安心な地域

づくりについて。 

認知症高齢者は、2025年には約700万人に増

加すると推計されております。認知症の対策

は、医療・介護をはじめ、まちづくり、教育、

生活支援、権利擁護など総合的な施策が求め

られます。家族や友人知人の認知症の当事者

への適切な対応とともに、地域住民が認知症

への理解を深めながら、認知症の人や家族の

視点に立って、社会の仕組みや環境を整える

ことも重要です。 

そこで、認知症の人や家族が安心して暮ら

せる共生社会の実現に向けて、認知症に対す

る理解の促進や認知症サポーターの養成、認

知症に関する相談体制の整備など、総合的な

対策が必要と考えますが、ご見解を伺います。 

三つ目として、心のサポート養成制度の充

実について。 

ここ数年、社会問題としてメディアでも多

数取り上げられているのが、8050問題です。

80代の親が自宅に引きこもる50代の子どもの

生活を支え、経済的にも精神的にも行き詰ま

ってしまうことも少なくありません。引きこ

もりやうつ病などの精神疾患への正しい知識

と理解を持って、ＰＴＳＤを抱えてしまって

いる人も含めて、メンタルヘルスの不調を抱

える人を地域や職場で支える「心のサポータ

ー」の養成について、講習会などを積極的に
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展開し、適切な支援が届けられる体制を整備

すべきと考えますが、ご見解を伺います。 

大綱の３点目は、教育行政について、家族

のケアや世話を行う18歳未満の子ども達、い

わゆる「ヤングケアラー」の問題について、

私は、昨年の第３回定例会で取り上げました

が、そのときの答弁についてのその後の現状

と対応について伺います。 

政府は、令和４年度から３年間を集中取り

組み期間と定め、政府の取り組みやその背景

を解説しております。また、ヤングケアラー

について政府は、令和３年の４月に中学生と

高校生、令和４年には小学生を対象に初めて

実施したインターネットでの実態調査の結果

では、「世話する家族がいる」と答えた割合は

約17人に１人という結果も出ております。し

かしながら、昨年の定例会での当時の教育長

の答弁では、「令和３年度に市長部局が実施し

たアンケート調査では、国の定義にあてはま

る児童生徒はいないとの結果である」とのお

答えでした。また、答弁要旨では、以下の４

点についても述べております。一つ目として、

相談しやすい体制の環境を整える必要がある。

二つ目として、教職員の理解、啓発に努めて

いる。三つ目として、早期発見・早期介入の

考え方も重要である。四つ目として、学校現

場において具体的事例があった場合は、関係

部局や機関と連携して支援を行っていく。 

そこで、４点について答弁されたその後、

どのように対応されたのか、具体的に伺いま

す。 

学校現場で具体的にどのように推進してい

るのか。 

また、ヤングケアラーの問題で１番大事な

のは早期発見・早期介入の現実をどのように

把握されようとしたのか。 

また、ヤングケアラーの対象になる児童生

徒をどのように特定されるのか。これが分か

らなければ、具体的な支援ができないと思い

ますが、お答えください。 

最後に、ヤングケアラーが担う具体的なケ

アの内容は家事だけではなく、家族の介助や

通院の付き添い、薬や金銭の管理、兄弟、姉

妹の世話や見守りなど、生活のあらゆる場面

にわたります。そのため、日常的に自分の時

間が持てずに友人関係や学校生活、進路や就

職等に支障を来すなど、ケアを担う子どもた

ち自身の人生に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。少子化の中で本市にありましても、

将来のある大事な子ども達のためにも積極的

に取り組んでいかなければならないと思いま

すが、教育長のご見解を伺います。 

●市長板東知文君（登壇） 保健福祉行政に

ついて、安全で安心な子育て環境の整備につ

いてでありますが、本市の子育て世帯への支

援につきましては、昨年から、学校給食を地

域の特色ある「食農教育」の生きた教材とし

て位置付けるとともに、子育て世代の経済的

な負担軽減を図るため、給食費を無償として

いることに加え、子ども医療費助成の対象を

18歳までに拡大する予算を令和５年度におい

て提案するなど、子育て施策の充実を図って

いるところでございます。 

次に、０歳児の見守り訪問につきましては、

保健師が生後28日以内に新生児訪問を実施し、

４か月、７か月児検診で育児不安などの相談

を受けるとともに、子育て支援センター職員

と主任児童委員が生後４か月から７か月の間
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に訪問し、悩みを聞いたり、情報提供するな

どの相談支援を行ってきたところであります。

また、令和３年10月には、保健センターに子

育て世代包括支援センターを設置し、これま

で以上に妊娠期から出産・子育てまで切れ目

のない伴走型相談支援を行っているところで

あります。さらに、これらの業務に従事する

職員につきましては、妊娠期から切れ目のな

い相談支援を継続するため、母子保健や児童

福祉に関する専門性の高い研修を受けるなど、

人材育成に努めているところであります。今

後におきましても、必要な人材の確保・育成

に努めてまいります。 

次に、家事支援員（産後ドゥーラ）につき

ましては、相談支援の中では、家事支援につ

いての相談は受けていないところであります

が、今後につきましては、家事支援の必要性

についての調査・検討を行ってまいります。

いずれにいたしましても、地域社会は新しい

命の誕生と健やかな成長があってこそ成り立

つものであり、子どもは地域の宝であり、こ

のまちの未来、希望そのものと言えます。こ

のため、今後とも子育て支援につきましては、

しっかりと取り組んでまいります。 

次に、高齢者福祉行政について、支え合い

助け合う地域社会の構築についてであります

が、高齢者等への除排雪につきましては、現

在、美唄市社会福祉協議会とボランティア除

雪の拡充について協議しているほか、集落支

援員においては、高齢者宅における除雪の実

態を把握するため、アンケート調査を実施し

ていることとしております。今後は集落支援

員によるアンケート調査の実態把握などを踏

まえ、美唄建設業協会や民間事業者と協議を

行うなど、全市的な視点から除雪に関する課

題解決に向けて取り組んでまいります。 

次に、安心な地域づくりにつきましては、

認知症の人やその家族が気兼ねなく相談でき

るよう、認知症カフェを開設しているほか、

地域包括支援センターでも相談を受けている

ところであります。また、市民の皆様が認知

症に関する正しい知識と理解を持つことがで

きるよう、認知症サポーター養成講座を実施

するとともに、家族が認知症と疑われる症状

が発生した場合に、どのような医療や介護サ

ービスを受ければいいのかを知ることができ

る認知症ケアパスを作成し、公共機関や市内

外の医療機関に配布しているほか、市とボラ

ンティア団体による「家族介護者交流事業」

「やすらぎ支援訪問員派遣事業」を実施し、

認知症の人とその家族が安心して自宅で生活

ができるよう取り組んでいるところでありま

す。今後の課題としましては、さらに進む超

高齢社会の中で、相談数の増加や認知症の人

の増加が予測されることから、専門職やボラ

ンティア等支援を行う人材、担い手の確保・

育成に努めてまいります。 

次に、心のサポーター養成制度の充実につ

きましては、本市においては、平成26年度か

ら自殺対策として、悩みを抱えている人に気

づき、話を聴き、必要な相談や支援につなげ

る「ゲートキーパー」について、民生委員や

保健推進員をはじめ、医療、介護関係者、市

職員などを対象に研修会を開催しており、こ

れまで延べ283人の養成を行ってきていると

ころであります。一方、国では「精神障害に

も対応した地域包括ケアシステム」の構築に

向けた施策の一つとして、令和３年度から、
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心のサポーターの養成研修を一部自治体でモ

デル事業として実施しており、住民に対する

初期対応法を広く普及させるための養成研修

を行い、令和15年度末までに100万人の養成を

目指しているところであります。本市としま

しては、引き続き「ゲートキーパー」の養成

に努めるとともに、「心のサポーター」につき

ましても、国の方針が示された段階で養成に

ついて検討してまいります。精神疾患の方へ

の正しい知識を普及させ、地域で安心して暮

らせる環境づくりを目指してまいります。い

ずれにいたしましても、どんなに高齢化や人

口減少が進んでも、誰１人置き去りにするこ

となく、ともに支え合い、分かち合う地域づ

くりにより一層、努めてまいります。 

●教育長石塚信彦君（登壇） ヤングケアラ

ーについてでありますが、はじめに、学校現

場における状況につきましては、令和３年度

及び令和４年度に北海道保健福祉部が実施し

た「北海道ヤングケアラーに関する実態調査」

の結果によりますと、ヤングケアラーの認知

度は、小学校５年生・６年生が21.1％、中学

２年生が9.6％となっており、また、教員にお

いても、「ヤングケアラーを知っている」と回

答した割合は、小学校が61.5％、中学校では

44.6％であり、まだまだ十分とは言えない状

況であります。 

このため、本市においては、北海道教育委

員会が作成した「参考事例集」などを活用し

た校内研修を実施するほか、北海道教育委員

会主催の「ヤングケアラー支援に係るオンデ

マンド研修」を自校の研修計画に基づき、全

教員が受講したところであり、ケアラーが置

かれている状況やケアラー支援の必要性につ

いて理解を深めたところであります。また、

ヤングケアラーが生まれる背景には、「家庭の

経済状況の変化」「共働き世帯の増加」「介護

等を担う人手の不足」など、様々な要因があ

げられるところではありますが、ヤングケア

ラーとなったその多くの子どもは、家族の世

話をすることにやりがいを持ち、悩みや不安

を自覚していないなど、自分自身でその現状

に気付かず、相談経験に乏しいことなどから、

表面化しにくい状況でもあります。 

ヤングケアラーを早期に発見するためには、

日頃から子ども達との関わりの深い教職員が、

ヤングケアラーについて確実に理解するとと

もに、子ども達の言動などの小さな変化に気

付き、気になる子どもには頻繁に声掛けを行

うなど、的確な状況把握に努めることが重要

であり、家族に関する不安や悩みなど、気兼

ねなく相談できるような寄り添った対応が必

要であると考えているところであります。 

ヤングケアラーが担う具体的なケアの内容

は、実に多種多様なものであり、そのことか

ら、日常的に自分の時間が持てず、学業への

影響や友人関係が希薄になりがちで孤立する

など、あらゆることに支障を来し、自身の将

来に大きな影響を与え、社会的な孤立につな

がることも想定されるところであります。私

といたしましては、地域の宝である本市の全

ての子ども達の権利と健やかな成長を保障す

るためにも、福祉・医療等の関係機関と連携

を図り、きめ細かな支援体制の構築に努めて

まいります。 

●５番本郷幸治議員 ただいまの答弁では、

令和４年度に北海道保健福祉部が実施した

「北海道ヤングケアラーに関する実態調査」
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を実施したということですが、調査方法とし

て私も調べました。どういうような調査方法

で、調査を実施したのかということで調べた

ところ、ここには具体的な地域名はありませ

ん。それから無記名です。いわゆるＩＴを利

用した形の質問、それに対する回答というこ

とで、特に地域名が特定されておりませんで

した。それでは本市の実態把握が現実どのよ

うになっているのか分かりません。まずは児

童生徒と身近に接触している教職員に対して

の研修などで、ケアラーが置かれている状況

やケアラー支援の必要性について理解を深め

る、このことが大変重要でありますが、この

問題解決の入り口である早期発見の視点で考

えれば、例えば、市内４小中学校でアンケー

ト調査をまず実施し、全体の実態がどのよう

になっているのか。それから、どのように該

当する児童生徒を特定していくのか。教職員

の見守りも含めて、慎重にかつスピード感を

持って進めるべきと考えますが、教育長の答

弁を求めます。ちなみに、この問題の先進地

は大阪府豊中市で、庁舎には既に相談窓口を

設けて対応されております。 

●教育長石塚信彦君 ヤングケアラーについ

てでありますが、ヤングケアラーを早期に発

見するためには、日常的に子ども達と接して

いる教職員が正しい認識のもと、アンテナを

広げ、子どもの小さな変化に気付くことが大

切であると考えております。また、本市の子

ども達の現状を把握し、個に応じた適切な支

援につなげるためには、ヤングケアラーが疑

われる児童生徒の実態把握は大変重要である

と考えており、その方法の一つとして、アン

ケート調査等の活用も想定されるところであ

ります。ヤングケアラーについては、家庭内

のデリケートな問題でもあることから、今後、

国や北海道、他市の取り組みについて十分調

査・研究を行い、実態把握の内容や方法につ

いて検討してまいりたいと考えております。 

●議長金子義彦君 次に移ります。 

１番森明人議員。 

●１番森明人議員 通告に従いまして、大綱

２点、市長に質問させていただきます。 

大綱１点目、都市整備行政、旧美唄工業高

校跡地について、ご質問いたします。 

平成30年３月、北海道から無償譲渡された

市営住宅用地、都市計画公園用地、屋内体育

施設用地として使用する契約が残り５年とな

りました。本市において、迅速な対応を市民

から求められているところであります。令和

２年第３回定例会、第４回定例会において、

同僚議員からの一般質問から２年の歳月が経

過しているものの、本市からは、市営住宅の

具体的な構想が示されておりません。私の母

町である進徳東団地をはじめ、いなほ団地、

南美唄団地の住民からは早期の建設を望む多

くの声を耳にしているところであります。現

在、進めている市立病院と連携された在宅医

療の機能を有する高齢者向け公営住宅の検討

を進めている観点からか、発表が遅れている

かとは思いますが、３点市長に伺います。 

一つ目、旧美唄工業高校跡地の取得につい

ては、北海道より条件が提示されているが、

その条件をクリアできなかった場合の具体的

な違約金を伺います。 

次に、令和元年に実施したアンケート調査

をもとに、住民説明会を開催するとのことで

あったが、その内容をお伺いいたします。 
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次に、令和２年第３回定例会及び今年度の

市政執行方針で、旧美唄工業高校跡地への新

団地建設については、建設候補の一つとの見

解が示されたが、これまでの取り組みと今後

の取り組みについて伺います。 

次に、大綱２点目、生活環境行政について、

外国人観光客による交通事故についてお伺い

いたします。 

３年に及んでいる新型コロナウイルス感染

症によるパンデミックも最近は落ち着きを見

せており、市内においても外国人観光客の姿

を見かけるようになってきております。テレ

ビ、新聞等のメディアに多く取り上げられて

いる外国人観光客によるレンタカーが絡む交

通事故が懸念されております。北海道警察の

調査によりますと、外国人が運転する車が起

こしやすい違反１位が安全不確認の一時不停

止となっております。私は、この違反する理

由の一つが標識のデザインにあるのではない

かと考えております。世界的には、一時停止

の標識は赤い八角形が主流であり、アメリカ

やイギリス、フランス、中国、アジアにおい

ても採用されている標識は、そこに書かれて

いる文字こそ違いますが、赤い八角形という

点では共通しております。日本だけ、一時停

止は赤い逆三角形の中央に白文字で「止まれ」

の文字が書かれております。来日したばかり

で運転する外国人に、その意味が分かる人は

少ないのではないかと思います。国土交通省

は、一時停止標識は全国に170万か所あり、更

新時期を迎えたもの、オリンピックの開催地、

外国人が多く訪れる場所から順次、切り替え

を進めていくとされ、2017年から「止まれ」

にストップとローマ字で書いた標識に変え始

めております。全ての交換には10年以上かか

る見込みとされております。美唄警察署にお

いては、ゴルフ５カントリークラブにおいて、

冬のアクティビティに来ている外国人観光客

に対し、チラシの配布やゴルフ５カントリー

館内において、ポスターの掲示等を行ってお

ります。これらのことから、美唄市において

も交通事故防止の啓発活動や一時停止の注意

喚起の看板の設置などが必要と考えておりま

す。このような状況を踏まえ、市長に質問い

たします。 

外国人観光客による交通事故が増えており

ますが、本市としての対応についてお伺いい

たします。 

●市長板東知文君（登壇） 都市整備行政に

ついて、旧美唄工業高校跡地についてであり

ますが、平成30年に北海道と締結した「道有

財産譲与・売買契約書」では、供用開始期限

と用途が指定され、「市営住宅用地」「都市計

画公園用地」及び「屋内体育施設用地」に使

用する契約となっており、現在、この契約に

基づき、跡地利用の検討を進めているところ

であります。なお、契約書においては、違約

した場合、違約金が土地の契約時の時価額の

10％に相当する3,500万円程度になります。 

次に、公営住宅建替えに関する説明会につ

きましては、令和２年度及び令和３年度にか

けて開催しております。説明会につきまして

は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の

影響があり、南美唄団地では６名、いなほ団

地では２名、進徳東団地では11名が参加した

ところであり、そこでは建替え意向調査の結

果報告や現在居住する公営住宅の現状、新団

地への移転希望などについて意見交換を行っ
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たほか、出席できなかった方につきましては、

建替え意向調査の結果を文書でお知らせし、

周知を図ってきたところでございます。さら

には、この他にも既存団地への移転に関する

説明会など、必要に応じて対応してきたとこ

ろでございます。 

次に、公営住宅建替えのこれまでの取り組

みと今後につきましては、令和３年度におい

ては、「公営住宅等長寿命化計画」の見直しを

行い、公営住宅等の入居状況の把握や将来に

おける需要及び役割の見極めに努め、建替え、

改修、用途廃止等を検討いたしました。 

次に、令和４年度においては、建替え対象

団地の住民を対象に既存団地への移転を促す

とともに、空家となった公営住宅を順次解体

することで、入居率の向上と管理戸数の適正

化に努めてきたところであります。 

次に、令和５年度における基本構想の策定

に当たりましては、有識者や市民の公募によ

る公営住宅建替検討委員会を立ち上げ、市立

美唄病院の建替えや、現在進めております地

域包括ケアシステムの推進と連動した本市の

超高齢化社会を支える基盤作りにふさわしい

住宅作りを目指して取り組んでまいります。 

次に、生活環境行政について、外国人観光

客の交通事故防止についてでありますが、外

国人観光客の旅行スタイルが団体旅行から個

人旅行へと変化していることに伴い、レンタ

カーによる事故が増加しているところであり

ます。国では、交通ルールや標識等を外国人

に理解してもらうため、外国語のリーフレッ

トを作成するなど、様々な普及啓発を行って

いるところであります。今後、新型コロナウ

イルス感染症の影響で大きく減少した外国人

観光客数の本格的な回復が予想されており、

本市におきましても、警察庁や関係機関など

で構成する「美唄市安全で安心なまちづくり

推進協議会」との連携の上、日本の交通ルー

ルを紹介するチラシを配布するなどの啓発活

動に取り組んでまいります。 

次に、一時停止の注意喚起の看板設置につ

きましては、道路管理者や警察署等と危険箇

所を点検の上、必要に応じて警察庁へ一時停

止の標識設置の要請を行うほか、緊急度の高

い危険箇所については、市独自の注意喚起の

看板設置を検討するなど、外国人観光客によ

る交通事故の防止に取り組んでまいります。 

●１番森明人議員 美唄工業高校跡地につい

て、住民説明会の参加者には、新型コロナウ

イルス感染症の影響があり、少なかったこと

はやむを得ないと理解するところであります。

市では、この結果を踏まえ説明会を欠席され

た方に文書でお知らせしたとのことでありま

すが、しかしながら、私が聞いた限りでは「覚

えていない」「記憶にない」等の意見も多くあ

ったところであります。また、３団地の住民

を対象に、既存団地への優先移転を促してい

るものの、一部の住民からは同僚議員の皆様

も聞いていると思いますけども「抽選」があ

るから等、そういったことを言っている市民

がまだおられます。これまでの取り組みが伝

わってない部分が見受けられるため、よりき

め細かな対応が必要と考えますが、今後にお

いては、市長の公約である情報共有と市民参

加による自治を進めるとあるように、より多

くの方々に説明会に参加してもらえるよう取

り組んでほしいと考えるところです。この点

について、市長のお考えをお伺いします。 
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次に、今後の取り組みとして、令和５年度

に基本構想を策定することが分かりましたが、

基本構想から実施設計までの期間を市長はど

のように考えているかお伺いいたします。 

●市長板東知文君 住民説明会についてであ

りますが、前回の住民説明会は、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大により、参加者が

少なかったことから、今後につきましては、

多くの対象者に参加いただけるよう、様々な

面から工夫しながら取り組んでまいりたいと

考えております。 

次に、公営住宅建替えの方針につきまして

は、超高齢化社会を見据えた在宅医療や地域

包括ケアシステムと連動した住宅仕様など、

多くの市民の方々に、公営住宅のみならず戸

建て住宅を視野に入れた超高齢化社会にふさ

わしい、将来の住宅作りの目標となるような

計画策定を進めてまいります。 

また、基本構想に基づくその後の設計業務

につきましては、まちづくり基本条例の基本

原則である協働のまちづくりに基づき、多く

の市民の皆様の参画を得ながら、進めてまい

ります。なお、スケジュール等につきまして

は、基本構想を策定次第、明らかにしてまい

りたいと思いますし、できるだけ市民の意向

を十分踏まえながら、早い段階で建替え等に

着手してまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

●議長金子義彦君 次に移ります。 

２番伊藤真久議員。 

●２番伊藤真久議員 令和５年第１回定例会

に当たり大綱１点、美唄市のＤＸについて市

長にお尋ねします。ＤＸについては、かねて

より私も一般質問しており、先日も同僚議員

から関連した一般質問がございました。多少

似通った質問となる部分もあるかと思います

が、ご容赦ください。 

まず、本市には、美唄市ＤＸ推進計画があ

り、これは第７期美唄市総合計画の前期基本

計画との整合性が取られた、令和７年度まで

の本市におけるＤＸ推進の基本となる計画で

す。こうした計画の整備をはじめ、昨年７月

には、ＣＩＯ補佐官に外部人材を招へいする

など、組織の構築や整備を着実に行い、また、

先進地への行政視察や研修会の開催、人材交

流などを行うことで、職員のＤＸの理解を深

めるとともに、機運を高めることにもつなげ

ていると考えております。ＤＸが人口減少社

会において重要な意味を持つことは、これま

での一般質問を通じて何度となくお話をして

きました。そんな中、２月18日、岩見沢市の

除雪ＤＸがニュースで取り上げられておりま

した。岩見沢市では除雪に利用するブルドー

ザーにタブレットを設置し、そのタブレット

から、例えば、消火栓が近くにありますとい

ったアナウンスが流れるそうです。このタブ

レットには、市が開発したアプリが搭載され

ており、地図上に落とし込んだ障害物の情報

と人工衛星からの信号を基に割り出した正確

な位置情報を合わせることで障害物を避ける

ことができるそうです。さらに除雪作業の情

報は、リアルタイムでクラウドに送信され、

市役所内で共有し、管理できる仕組みとなっ

ており、そうしたデータを利用することで、

作業日報作成の事務仕事も軽減され、市民の

要望にスムーズに対応できるようになったと

のことです。この事例でも、作業日報作成の

事務仕事の軽減のように、まさしくＲＰＡの
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良い事例だと考えております。本市のＤＸ推

進計画では、こうしたＡＩ・ＲＰＡの利用促

進を重点事項の一つに掲げ、導入予定時期を

令和５年度としております。 

そこでまず１点目の質問として、令和５年

度のＡＩ・ＲＰＡの利用促進の目標や予定に

ついてお伺いします。 

次に、私はこれまでにＤＸによる業務改善

を行う上で、全庁業務量調査を行うことで、

業務の方法、根拠と優先順位を付け、より効

果的にＤＸを推進していくことについて一般

質問を行ってまいりました。答弁といたしま

しては、コストパフォーマンス的に厳しいと

いうお話でありました。とはいえ、業務改善

は行われていくわけであり、その業務改善の

優先順位をどのように付けるのかといえば、

それは毎年行っている事業評価などによると

いうことでした。 

そこで２点目の質問として、今後の業務改

善をどのように行っていくのか。市として事

業評価から優先順位を付けていると思われま

すので、その業務改善のロードマップやスケ

ジュールについてお伺いします。 

次に、ＤＸ推進の組織の構築についてです。

昨年、本市ではＤＸの先進地として、東京都

狛江市に職員を派遣、その後、市議会におい

ても総務・文教委員会が道外行政視察で、同

じく東京都狛江市のＤＸ推進を視察したとい

う経過がございます。狛江市では、ペーパー

レスや押印の廃止、市民の半数以上が登録し

ている公式ＳＮＳアカウントなどの実績のほ

か、庁舎内のフリーアドレス化の実証を行う

など、積極的にＤＸや改革を前に進めようと

いう姿勢があり、本市としても、参考にすべ

き点が多いと感じました。そして狛江市では、

本市と同じくＤＸを推進する計画があります。

そして、その他に狛江市ＤＸ戦略というのを

策定しております。そこでは、ＤＸ戦略の方

向性や進め方についてまとめており、庁内の

ＤＸ、行政サービスのＤＸ、地域社会のＤＸ

の三つの柱を掲げ、組織横断的なチームを立

ち上げるなど、庁内のＤＸ推進体制をより明

確にしています。ＤＸの取り組みは多岐にわ

たり、先ほど岩見沢市の除雪ＤＸや業務ＤＸ

など、さらに同じＤＸの中でも、庁内のＤＸ

と行政サービスのＤＸが混在するなど、その

中身は非常に複雑です。そして、それらはな

かなか１人の担当者、１か所の担当課でどう

にかなるものではなく、横断的な組織の中で、

複数の視点を持って課題を整理していく必要

があると考えております。 

そこで３点目の質問として、本市における

全庁的・横断的なＤＸ推進体制の構築につい

てお伺いします。 

続いて、総務省の「地域デジタル基盤活用

推進事業」についてです。 

今事業は、デジタル化の恩恵を全国津々

浦々に広げるために、地方の自主的、主体的

な取り組みに対する支援を展開するとしてい

ます。この事業は、計画策定支援、実証事業、

補助事業の三つの支援策を用意しており、特

に、計画策定支援については、国の支援への

申請、提案等にも活用できるような、デジタ

ル技術を活用して、地域課題を解決するため

の計画書の作成を支援先団体の費用負担なし

で行うものとなっており、非常に活用の幅が

広い支援となっております。この事業に関し

て、今定例会が始まる直前の２月22日に総務
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省が公表し、一次公募を開始したこともあり、

庁内では、まだあまり議題に上がっていない

かもしれません。実証事業や補助事業につい

ても、一次公募が３月下旬頃を予定している

とのスケジュールが示され、そこで今後、本

市のＤＸを進めていく上でも、こうした支援

を積極的に活用していく必要があると考えて

おりますが、市長の考えをお伺いします。 

●市長板東知文君（登壇） ＤＸについて、

デジタル・トランスフォーメーションについ

てでありますが、これまで、本市におきまし

ては、美唄市デジタル・トランスフォーメー

ション（ＤＸ）推進計画に基づき、令和３年

度は、会議録支援システムや新型コロナウイ

ルスワクチン接種予約システム、住民票及び

印鑑証明のコンビニ交付の導入を行っており、

令和４年度は、キャッシュレスレジの導入や

美唄アプリの運用を開始したところでござい

ます。令和５年度における、ＡＩ（人工知能）

やＲＰＡ（業務の自動化技術）の利用に向け

ましては、住民税の賦課業務の省力化を図る

ため、システムの構築を行い、本年度中の稼

働に向け取り組んでまいります。 

次に、今後のデジタル技術を活用した業務

改善につきましては、令和５年度について、

市役所庁舎内に住民票や印鑑証明などの自動

交付機の導入、コンビニ収納を開始するほか、

行政手続のオンライン化を推進するとともに、

マイナンバーカードの普及・利用促進に取り

組んでまいります。なお、ＤＸ推進計画にお

いては、令和７年度までに10件の業務改善を

目標として掲げているところでございます。 

次に、ＤＸの推進体制の構築につきまして

は、いわゆる「書かない窓口」など庁内業務

の見直しを図るため、全庁横断的な推進組織

を設置し、美唄らしいデジタル技術の活用、

住民サービスの向上に向けた取り組みを進め

てまいります。 

次に、総務省の「地域デジタル基盤活用推

進事業」の活用についてでありますが、本事

業につきましては、国において「デジタル田

園都市国家構想」の実現に向けて、地方公共

団体等によるデジタル技術を活用した、地域

課題解決の取り組みを総合的に支援するもの

として令和５年度より実施するものでありま

す。対象となる事業につきましては、デジタ

ル技術の導入・運用計画を策定する「計画策

定支援事業」、また、新しい通信技術の活用に

よる地域課題の解決を図る「実証事業」、さら

には、通信インフラの整備を行う「補助事業」

の三つの事業から構成され、自治体のニーズ

に合わせて、必要な支援を受けることが可能

となっているところでございます。 

また、本市におけるデジタル化の推進に向

けましては、令和５年度において、市役所庁

舎内に住民票・印鑑証明などの自動交付機の

設置や、ＩＣＴ技術を活用し、自宅に戻れな

くなった高齢者を早期発見するため、「ＳＯＳ

ネットワーク」の再構築について、デジタル

田園都市国家構想推進交付金を活用するほか、

スマート農業の推進や保育園のＩＣＴシステ

ムの導入など、各省庁の補助事業を活用しな

がら取り組んでいるところであり、本事業の

活用につきましては、市で進める各事業との

関連性を含め、十分に調査・検討してまいり

ます。 

●２番伊藤真久議員 順序が逆転しますが、

まず総務省の「地域デジタル基盤活用推進事
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業」について、先ほども申し上げたとおり、

２月22日に公表・公募が始まって、まだ間も

なく、説明会すら今定例会中に日取りが設定

されているなど、本当に調査・検討の段階か

ら始まるものと思っております。答弁にあり

ましたとおり、新年度予算にもデジタル技術

を活用した地域課題への対策事業、数多くご

ざいます。是非、そうした事業がより良いも

のになるためにも、検討のほどよろしくお願

いいたします。こちらについて質問は終わり

ます。 

ＤＸ推進計画の全庁的・横断的なＤＸ推進

体制の構築について、今ほど答弁において、

全庁横断的な推進組織を設置すると、お言葉

がございました。私が言うまでもないことで

ございますが、先進地、視察した狛江市の組

織の作り方や機能、そうしたものを学び、美

唄市に適したＤＸの推進をしていただければ

と思います。特にこれからは、組織づくりと

ともに、職員全体のＤＸの機運を高めていか

なければなりません。狛江市のＤＸの担当者

も、ＤＸの鍵を握るのは、ＤＸを他人事から

自分事に変えられるかが重要だとおっしゃっ

ておりました。市長におかれましても、是非

方針や計画を、分かっていても言葉に出して、

職員全体がＤＸを自分事として考えていける

ように発信していただければと思います。 

１点、再質問いたしたいのは、今後の業務

改善についてであります。 

令和７年度までに10件の業務改善を行うと

いう目標数値は分かりました。ただそれをど

う行うか。順序を整理したものが、ロードマ

ップ、スケジュールであると考えております。

先ほど話にもあった狛江市のＤＸ戦略では、

このロードマップについても示されておりま

す。業務改善のためには、当然ながら業務の

実態を把握しなくてはなりません。改めて本

市の業務量の把握について、お伺いしたいと

思います。 

●市長板東知文君 デジタル・トランスフォ

ーメーション（ＤＸ）の今後の取り組みにつ

いてでございますが、業務量の把握につきま

しては、毎年度実施しております、事務事業

評価や各課とのヒアリングのほか、勤務状況

調査を基に、各事業などの業務量を把握して

いるところでございます。今後におきまして

も、引き続き、これらを基に業務量の把握に

努めながら、デジタル技術を活用した業務改

善に努めてまいりたいと考えております。デ

ジタル技術の活用と言っても、あくまでも手

段でございます。基本的には職員一人一人が

業務の改善に向けた取り組みについて、しっ

かりと取り組むことが基本だと考えてござい

ますので、そういったものを含めて、ＤＸに

取り組んでまいりたいと考えております。 

●議長金子義彦君 次に移ります。 

11番桜井龍雄議員。 

●11番桜井龍雄議員 令和５年第１回定例会

に当たり、質問をしたいと思います。 

私たちの議員任期もあと４か月程度となり、

定例会の一般質問としては、任期中最後の一

般質問になります。そのため、今現在、状況

をできるだけ詳しく市民に理解していただく

ためにも、大綱２点について、簡潔に市長に

質問したいと思います。 

大綱の１点目は、都市整備行政についてで

あります。 

昨年12月から市内数か所に掲げられている
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建設発生土の現状回復問題を指摘する看板に

つきましては、３週間前ほど前に一度、議員

協議会で説明を受け、同僚議員からも何点か

質問がありました。私からは看板に掲げられ

ている直接的な質問ではなく、看板の設置に

より、市民が美唄市に対する心象を悪くして

しまったと思われることに対して、市長はど

のようなお考えを持ち、今後どのような説明

を市民に行っていこうと考えているのか市長

の見解をお伺いいたします。 

２点目として、看板の取り外しについて、

現在、どのような状況まで手続き上進んでい

るのかお伺いいたします。 

大綱の２点目は、病院行政についてであり

ます。 

市立美唄病院の建替えについては、実施設

計に伴う病院建設費が38億円弱となったこと

で、報道では令和５年度の予算記事において、

38億という数字が見出しとなり、市民に総額

38億円で病院が建つという印象が持たれたの

ではないでしょうか。病院の総建設費が45億

8,000万円弱と見込まれ、前計画の50億円に近

づいていることに対し、市民合意を得ている

と説明したようですが、実施設計の金額が出

て、基本設計との金額の差が８億円強増額に

なり、全設計の50億円に近づいてきたことに

対し、いつ市民合意を得たのでしょうか。ま

た、今後の市民説明についてどのように考え

ているのかお伺いいたします。 

２点目に、病院建設に当たり、立地適正化

計画に伴う国庫補助金についてですが、以前、

同僚議員の質疑に対し、国や道の職員との対

応等の感触から、計画通りの満額の補助金額

で大丈夫というような答弁を受けました。し

かし、以前の計画の時の説明では、立地適正

化計画に伴う国庫補助金については、国の予

算範囲内で、全国からの申請に対し、配分す

るため、補助金が満額にならないことを想定

した説明も受けていましたし、資料も作成し

ていただいておりました。本当に満額の計画

で大丈夫なのか。また、補助金が満額となら

なかった場合、市民負担が増加しないような

方法を考えているのかお伺いいたします。 

●市長板東知文君（登壇） 都市整備行政に

ついて、南美唄地区の仮置土搬出についてで

ありますが、この経過につきましては、大手

町地所株式会社との間で建設発生土仮置場の

「土地賃貸借契約」を平成31年４月１日に締

結し、その後、令和４年４月１日に契約更新

を行っております。更新協議において、仮置

きしている建設発生土を2,000万円で受け入

れる旨の提案が令和４年３月17日になされま

したが、更新した契約書には相手方から提案

された内容は合意にいたっていないため記載

されておらず、契約書第８条の「明け渡し」

において、本市が堆積した建設発生土の搬出

及び整地を行い、更地の状態で返還する義務

を負うことが記載されております。このこと

から、本市といたしましては、契約内容に基

づき、更地の状態に戻す行為として、仮置き

土の排出業務を行ってまいりましたが、相手

方は2,000万円で受け入れるとの合意があっ

た旨を主張し、令和４年10月24日、仮置き土

の搬出業務及びその業務に至る経緯の説明等

を求める旨の内容証明を、相手方代理人から

受けたところであります。しかしながら、現

在、本市が行っている仮置き土の搬出業務は、

「土地賃貸借契約」に基づく適正なものであ
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ります。 

これまで、相手方との協議を進めてきたと

ころでありますが、今後につきましては、さ

らに法律事務所を通じて、近日中に本市とし

ての考え方について、相手方に対し正式な通

知を行う予定であり、その経過を踏まえ市民

の皆様に公表させていただきます。 

次に、看板につきましては、先ほどの経緯

を踏まえ、法律事務所と協議しながら、市民

生活に影響が生じないよう、法令等に基づき

適正に対応してまいります。 

次に、病院行政について、市立美唄病院の

建設工事費についてでありますが、これまで

３年間かけて市民委員の皆様、学識経験者等

の方々、さらには総務省や北海道などから助

言をいただきながら、基本構想・基本計画、

基本設計、実施設計において、本体建設の工

事を中心に議論を重ねてきたところであり、

市民説明会や地域懇談会「市長とのふれあい

トーク」等を通じて、市民の皆様と合意形成

を図ってまいりました。また、全体事業にお

ける市民負担につきましても、段階的に市民

の皆様に説明したところであります。今後に

おきましても、令和５年度予算の議決後に、

これまでと同様、市民の皆様にしっかりとし

た説明を行ってまいります。 

次に、補助金の確保につきましては、国の

都市構造再編集中支援事業補助要綱に基づき、

令和５年度からの実施に向けて、当初のスケ

ジュールどおり、補助申請を行ってきたとこ

ろであり、さらに、本年２月16日に、私自身

が直接、国土交通省の担当職員に補助金の交

付について強く要望を行ってきたところでご

ざいます。国土交通省からは、市立美唄病院

を中心とした都市機能及び居住の誘導を図り、

魅力ある住環境の創出を推進することや、市

民の皆様が健康で住み慣れた地域において暮

らしていけるよう、地域医療体制の確立と保

健、医療、福祉が連携した地域包括ケアシス

テムの構築を図るまちづくりについて、高い

評価をいただいたところであり、こうした取

り組みが、補助金の確保につながるものと考

えているところでございます。 

なお、市民負担につきましては、地方交付

税の措置がある有利な地方債やこれまで積み

立ている７億円の基金を活用することにより、

負担増への対応は十分可能と考えているとこ

ろでございます。 

●議長金子義彦君 以上で一般質問を終わり

ます。 

これをもって、本日の日程は全部終了いた

しました。 

本日はこれをもって散会いたします。 

 

午前１１時３０分 散会 
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